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2021 年 4月 1日，国立大学法人宇都宮大学「雑草と里山
の科学教育研究センター」は，「雑草管理教育研究センター」
として再スタートしました。雑草学の教育研究拠点という位
置づけに変更はありませんが，当然のこととして「科学」を
前提としつつ，今後はより技術の社会実装に向けた取り組み
に集中していくという意志を「雑草管理」という名称に込め
ました。昨年度までの「雑草と里山の科学教育研究センター」
では，植生マネジメント部門，野生鳥獣管理部門など，専門
別の組織をセンター内に設置していましたが，今後はより機
動的な対応が可能となるように，そのような固定化された組
織は設置せず，必要に応じて設定するプロジェクト制を採る
ことにしました。また，取り組む課題も雑草管理や雑草に関
連の深い課題に集約されています。発足当初に設定したのは
難防除雑草，植生管理，鳥獣害管理の３プロジェクトです。
仕切りのないフラットな体制ですから，そのメリットを活か
して今まで以上にセンター内，学内の関連専門分野の研究者
と相互協力しあうとともに，後述するように，学外との連携
も積極的に図っていきたいと考えています。
ところで，転作田，転換畑で栽培されるのは麦，大豆，あ
るいは飼料イネ，そばといったところでしたが，最近は収益
力向上のため，それらに加えて野菜も作ろうという方向性が
明確に打ち出されています。しかし，それに対する雑草防除
の課題は，ほとんど手つかずのままです。侵略的外来種の侵
入・分布拡大も止まりません。最も有効なのは水際対策であ
ることはわかっていても，それを可能にする決定的な技術を
私たちはまだ持っていません。１草種，あるいはせいぜい数
草種の侵略的な外来雑草に埋め尽くされてしまった圃場を見
かけることも多くなりました。過疎，高齢化に悩む中山間地
では，雑草が繁茂して手がつけられない状況にまでなってし
まっている場所が急増し，それが野生鳥獣害も助長している
と考えられています。さらに，労働力が大幅に減少する局面
にあっても，国民の安全確保のためには道路・河川など公共
の場の植生を適正に管理し続ける必要があります。
このように，新たな雑草管理技術に関するニーズは高まる
一方です。しかし，残念ながら雑草管理に関する国内の教育
研究機関はむしろ縮小傾向にあるのが実情で，一つの機関

で課題遂行に必要な人材を
十分に確保するのは，おそ
らくどの機関でも困難な状
況になっていると思われま
す。学内外で，関係機関と
の連携をさらに進めていく
必要があると考えるのはそ
のためです。
当センターも専任教員は
4名，学内の兼任教員を含
めても計 14 名という小さ
な所帯です。そういう状況
にあっても，関係機関との
連携を積極的に進めること
で機能を高め，より大きな成果を生み出したいと考えていま
す。そこで，宇都宮大学と，各地に除草剤の評価・利用技術
開発の拠点を有する国内唯一の団体である公益財団法人日本
植物調節剤研究協会は，2021 年 6月 1日，連携・協力に関
する協定を締結し，技術開発と人材育成を連携して進めさせ
ていただくことになりました。また，農研機構からは，外来
種管理や雑草リスク評価を専門とする農業環境研究部門の研
究員を非常勤講師としてお迎えしています。
当センターの歴史は，宇都宮大学農学部の前身である宇都
宮高等農林学校で学ばれた故竹松哲夫先生が世界に先駆けて
公表した土壌処理層理論が高く評価されたことに端を発し
て，1967 年に設置された農学部付属雑草防除研究施設まで
遡ります。この土壌処理層理論は，今ではあたりまえになっ
ている除草剤の土壌処理にかかわる基本技術として，現在に
至るまで世界中で活用され続けています。その後，センター
は学内外の状況の変化に対応してしばしば改組されてきまし
たが，私たちにはこの輝かしく重い歴史を絶やすことなく，
雑草学，雑草管理技術をさらに発展させるとともに，それを
担う優秀な人材を育成していく義務があります。関係機関と
の連携をさらに強化しながら，その取り組みを進めて参りま
す。皆様のご指導，ご協力をどうぞよろしくお願い申し上げ
ます。
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令和2年産小麦の生産費
　統計データから

表 -1　⼩⻨の⽣産概況

農林水産省は令和 2 年産の小麦生産費を公表（令和 3 年 6

月 18 日）している。それによると，個人経営における 10a 当

たり資本利子・地代全額算入生産費（全算入生産費）は全国平

均では 6 万 7,348 円である。うち北海道は７万 1,480 円，都

府県は 5 万 4,178 円である。また，60kg 当たり全算入生産費

は全国平均 8,180 円で，北海道は 8,005 円，都府県は 8,742

円である。組織法人経営における全算入生産費は6万730円で，

60kg 当たり全算入生産費は 7,841 円である。

表 -1 には，それぞれの経営体における経営概況を示した。1

経営体当たり作付面積は北海道の個人経営が約 900a，都府県

では約 630a，組織法人経営では約 2,000a となっている。

表 -2 には，資本利子・地代等を含まない農産物の生産に要

した材料（種苗，肥料，農業薬剤，光熱動力，その他の諸材料），

土地改良及び水利費，賃借料及び料金，物件税及び公課諸負担，

労働費（雇用・家族（生産管理労働を含む）），固定資産（建物，

自動車，農機具，生産管理機器）の財貨や用役等を合計した「生

産のために消費した経済費用」を示した。北海道における個人

経営では，賃借料及び料金が費用の 28.6％，次いで肥料費の

17.2％を占める。一方，都府県における個人経営では農機具

費が 21.3％，次いで労働費が 18.6％を占める。組織法人経営

では賃借料及び料金が 24.2％，農機具費が 18.7％と上位を占

める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（K. O）

表 -2　⼩⻨の⽣産費（物財費と労働費）
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北海道 897.8 532 3,251 2.92
都府県 626.1 372 1,460 5.36

2,006.2 464 4,355 3.85組織法⼈経営

区分

個別経営

10ａ当たり
労働時間（hr.）

表ー１ ⼩⻨の⽣産概況
１経営体当たり
作付⾯積（a）

10ａ当たり
収量（㎏）

経営耕地⾯積
（a）

個⼈経営 円 57,642 3,538 10,657 6,351 2,024 18,076 10,177 6,819 5,556 63,198
（北海道） ％ 91.2 5.6 17.2 10.0 3.2 28.6 16.1 10.8 8.8

個⼈経営 円 37,448 3,272 8,166 2,996 1,876 7,911 9,802 3,425 8,582 46,030
（都府県） ％ 81.4 7.1 17.8 6.5 4.1 17.2 21.3 7.4 18.6

円 45,891 3,083 9,541 4,652 1,936 12,703 9,817 4,159 6,514 52,405
％ 87.6 5.9 18.2 8.8 3.7 24.2 18.7 7.9 12.4

表−2 ⼩⻨の⽣産費（物財費と労働費）
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光熱動⼒
費
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